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大気汚染防止法、同施行令・施行規則における関係規定

○ 大気汚染防止法

（定義等）

第二条

８ この法律において「粉じん」とは、物の破砕、選別その他の機械的処理又はた

い積に伴い発生し、又は飛散する物質をいう。

９ この法律において「特定粉じん」とは、粉じんのうち、石綿その他の人の健康

に係る被害を生ずるおそれがある物質で政令で定めるものをいい、「一般粉じん」

とは、特定粉じん以外の粉じんをいう。

12 この法律において、「特定粉じん排出等作業」とは、吹付け石綿その他の特定粉

じんを発生し、又は飛散させる原因となる建築材料で政令で定めるもの（以下「特

定建築材料」という。）が使用されている建築物その他の工作物（以下「建築物等」

という。）を解体し、改造し、又は補修する作業のうち、その作業の場所から排出

され、又は飛散する特定粉じんが大気の汚染の原因となるもので政令で定めるも

のをいう。

（作業基準）

第十八条の十四 特定粉じん排出等作業に係る規制基準（以下「作業基準」という。）

は、特定粉じんの種類及び特定粉じん排出等作業の種類ごとに、特定粉じん排出

等作業の方法に関する基準として、環境省令で定める。

（特定粉じん排出等作業の実施の届出）

第十八条の十五 特定粉じん排出等作業を伴う建設工事（以下「特定工事」という。）

を施工しようとする者は、特定粉じん排出等作業の開始の日の十四日前までに、

環境省令で定めるところにより、次に掲げる事項を都道府県知事に届け出なけれ

ばならない。ただし、災害その他非常の事態の発生により特定粉じん排出等作業

を緊急に行う必要がある場合は、この限りでない。

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二 特定工事の場所

三 特定粉じん排出等作業の種類

四 特定粉じん排出等作業の実施の期間

五 特定粉じん排出等作業の対象となる建築物等の部分における特定建築材料の
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種類並びにその使用箇所及び使用面積

六 特定粉じん排出等作業の方法

２ 前項ただし書の場合において、当該特定粉じん排出等作業を伴う特定工事を施

工する者は、速やかに、同項各号に掲げる事項を都道府県知事に届け出なければ

ならない。

３ 前二項の規定による届出には、当該特定粉じん排出等作業の対象となる建築物

等の配置図その他の環境省令で定める事項を記載した書類を添付しなければなら

ない。

（計画変更命令）

第十八条の十六 都道府県知事は、前条第一項の規定による届出があつた場合にお

いて、その届出に係る特定粉じん排出等作業の方法が作業基準に適合しないと認

めるときは、その届出を受理した日から十四日以内に限り、その届出をした者に

対し、その届出に係る特定粉じん排出等作業の方法に関する計画の変更を命ずる

ことができる。

（作業基準の遵守義務）

第十八条の十七 特定工事を施工する者は、当該特定工事における特定粉じん排出

等作業について、作業基準を遵守しなければならない。

（作業基準適合命令等）

第十八条の十八 都道府県知事は、特定工事を施工する者が当該特定工事における

特定粉じん排出等作業について作業基準を遵守していないと認めるときは、その

者に対し、期限を定めて当該特定粉じん排出等作業について作業基準に従うべき

ことを命じ、又は当該特定粉じん排出等作業の一時停止を命ずることができる。

（注文者の配慮）

第十八条の十九 特定工事の注文者は、当該特定工事を施工する者に対し、施工方

法、工期等について、作業基準の遵守を妨げるおそれのある条件を付さないよう

に配慮しなければならない。

（報告及び検査）

第二十六条 環境大臣又は都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度において、

政令で定めるところにより、ばい煙発生施設を設置している者、特定施設を工場
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若しくは事業場に設置している者、揮発性有機化合物排出施設を設置している者、

一般粉じん発生施設を設置している者、特定粉じん排出者若しくは特定工事を施

工する者に対し、ばい煙発生施設の状況、特定施設の事故の状況、揮発性有機化

合物排出施設の状況、一般粉じん発生施設の状況、特定粉じん発生施設の状況、

特定粉じん排出等作業の状況その他必要な事項の報告を求め、又はその職員に、

ばい煙発生施設を設置している者、特定施設を工場若しくは事業場に設置してい

る者、揮発性有機化合物排出施設を設置している者、一般粉じん発生施設を設置

している者若しくは特定粉じん排出者の工場若しくは事業場若しくは特定工事の

場所に立ち入り、ばい煙発生施設、ばい煙処理施設、特定施設、揮発性有機化合

物排出施設、一般粉じん発生施設、特定粉じん発生施設、特定工事に係る建築物

等その他の物件を検査させることができる。

２ 前項の規定による環境大臣による報告の徴収又はその職員による立入検査は、

大気の汚染により人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることを防止するため

緊急の必要があると認められる場合に行うものとする。

３ 第一項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係人に提示しなければならない。

４ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解

釈してはならない。

（資料の提出の要求等）

第二十八条 環境大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるとき

は、関係地方公共団体の長に対し、必要な資料の提出及び説明を求めることがで

きる。

２ 都道府県知事は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、

関係行政機関の長又は関係地方公共団体の長に対し、ばい煙発生施設、揮発性有

機化合物排出施設、一般粉じん発生施設、特定粉じん発生施設若しくは特定粉じ

ん排出等作業の状況等に関する資料の送付その他の協力を求め、又はばい煙、揮

発性有機化合物若しくは粉じんによる大気の汚染の防止に関し意見を述べること

ができる。

（環境大臣の指示）

第二十八条の二 環境大臣は、大気の汚染により人の健康に係る被害が生ずること

を防止するため緊急の必要があると認めるときは、都道府県知事又は第三十一条

第一項の政令で定める市（特別区を含む。）の長に対し、次に掲げる事務に関し必
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要な指示をすることができる。

一 第九条、第九条の二、第十四条第一項及び第三項、第十五条第二項、第十五

条の二第二項、第十七条第三項、第十七条の八、第十七条の十一、第十八条の

四、第十八条の八、第十八条の十一、第十八条の十六、第十八条の十八並びに

第二十三条第二項の規定による命令に関する事務

（罰則）

第三十三条の二 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は五十万

円以下の罰金に処する。

二 第十七条第三項、第十八条の四、第十八条の十六、第十八条の十八又は第二

十三条第二項の規定による命令に違反した者

第三十四条 次の各号のいずれかに該当する者は、三月以下の懲役又は三十万円以

下の罰金に処する。

一 第六条第一項、第八条第一項、第十七条の五第一項、第十七条の七第一項、

第十八条の六第一項若しくは第三項又は第十八条の十五第一項の規定による届

出をせず、又は虚偽の届出をした者

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。

四 第二十六条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は

同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

第三十六条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の業務に関し、前四条の違反行為をしたときは、行為者を罰する

ほか、その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。

第三十七条 第十一条若しくは第十二条第三項（これらの規定を第十七条の十三第

二項又は第十八条の十三第二項において準用する場合を含む。）又は第十八条の十

五第二項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、十万円以下の過

料に処する。
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○ 大気汚染防止法施行令

（特定粉じん）

第二条の四 法第二条第九項 の政令で定める物質は、石綿とする。

（特定建築材料）

第三条の三 法第二条第十二項の政令で定める建築材料は、次に掲げる建築材料と

する。

一 吹付け石綿

二 石綿を含有する断熱材、保温材及び耐火被覆材（前号に掲げるものを除く。）

（特定粉じん排出等作業）

第三条の四 法第二条第十二項の政令で定める作業は、次に掲げる作業とする。

一 特定建築材料が使用されている建築物その他の工作物（以下「建築物等」と

いう。）を解体する作業

二 特定建築材料が使用されている建築物等を改造し、又は補修する作業

（報告及び検査）

第十二条

７ 環境大臣又は都道府県知事は、法第二十六条第一項の規定により、特定工事を

施工する者に対し、特定粉じん排出等作業の対象となる建築物等の部分における

特定建築材料の種類並びにその使用箇所及び使用面積、特定粉じん排出等作業の

方法並びに法第十八条の十五第三項の環境省令で定める事項について報告を求め、

又はその職員に、特定工事の場所に立ち入り、特定工事に係る建築物等、特定粉

じん排出等作業に使用される機械器具及び資材（特定粉じんの排出又は飛散を抑

制するためのものを含む。）並びに関係帳簿書類を検査させることができる。
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○ 大気汚染防止法施行規則

（特定粉じん排出等作業の実施の届出）

第十条の四 法第十八条の十五第一項及び第二項の規定による届出は、様式第三の

四による届出書によつてしなければならない。

２ 法第十八条の十五第三項の環境省令で定める事項は、次のとおりとする。

一 特定粉じん排出等作業の対象となる建築物等の概要、配置図及び付近の状況

二 特定粉じん排出等作業の工程を明示した特定工事の工程の概要

三 注文者の氏名又は名称

四 届出をする者の現場責任者の氏名及び連絡場所

五 下請負人が特定粉じん排出等作業を実施する場合の当該下請負人の現場責任

者の氏名及び連絡場所

（届出書の提出部数等）

第十三条法の規定による届出は、届出書の正本にその写し一通を添えてしなければ

ならない。

４ 二以上の特定粉じん排出等作業についての法の規定による届出は、当該二以

上の特定粉じん排出等作業が同一の建築物等について行われる場合又は当該二

以上の特定粉じん排出等作業が同一の工場若しくは事業場において行われる場

合に限り、一の届出書によつて届出をすることができる。

（作業基準）

第十六条の四 石綿に係る法第十八条の十四の作業基準は、次のとおりとする。

一 特定粉じん排出等作業を行う場合は、見やすい箇所に次に掲げる事項を表示

した掲示板を設けること。

イ 法第十八条の十五第一項 又は第二項 の届出年月日及び届出先、届出者の

氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

ロ 特定粉じん排出等作業の実施の期間

ハ 特定粉じん排出等作業の方法

ニ 現場責任者の氏名及び連絡場所

二 前号に定めるもののほか、別表第七の中欄に掲げる作業の種類ごとに同表の

下欄に掲げるとおりとする。
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別表第七 （第十六条の四関係）
一 令第三条の四第一号に掲げる作業（次 次に掲げる事項を遵守して作業の対象となる建築

項又は三の項に掲げるものを除く。） 物等に使用されている特定建築材料を除去するか、

又はこれと同等以上の効果を有する措置を講ずる

こと。

イ 特定建築材料の除去を行う場所（以下「作業

場」という。）を他の場所から隔離し、作業場の

出入口に前室を設置すること。

ロ 作業場を負圧に保ち、作業場の排気に日本工

業規格Ｚ八一二二に定めるＨＥＰＡフィルタを

付けた集じん・排気装置を使用すること。

ハ 除去する特定建築材料を薬液等により湿潤化

すること。

ニ 特定建築材料の除去後、作業場の隔離を解く

に当たつては、特定建築材料を除去した部分に

特定粉じんの飛散を抑制するための薬液等を散

布するとともに作業場内の特定粉じんを処理す

ること。

二 令第三条の四第一号に掲げる作業の 次に掲げる事項を遵守して作業の対象となる建築

うち、令第三条の三第二号に掲げる 物等に使用されている特定建築材料を除去するか、

建築材料を除去する作業であつて、 又はこれと同等以上の効果を有する措置を講ずる

特定建築材料を掻き落とし、切断、 こと。

又は破砕以外の方法で除去するもの イ 特定建築材料の除去を行う部分の周辺を事前

（次項に掲げるものを除く。） に養生すること。

ロ 除去する特定建築材料を薬液等により湿潤化

すること。

ハ 特定建築材料の除去後、養生を解くに当たつ

ては、特定建築材料を除去した部分に特定粉じ

んの飛散を抑制するための薬液等を散布すると

ともに作業場内の特定粉じんを処理すること。

三 令第三条の四第一号に掲げる作業の 作業の対象となる建築物等に散水するか、又はこ

うち、人が立ち入ることが危険な状 れと同等以上の効果を有する措置を講ずること。

態の建築物等を解体する作業その他

の建築物等の解体に当たりあらかじ

め特定建築材料を除去することが著

しく困難な作業

四 令第三条の四第二号に掲げる作業 次に掲げる事項を遵守して作業の対象となる建築

物等の部分に使用されている特定建築材料を除去

し、囲い込み、若しくは封じ込めるか、又はこれ

らと同等以上の効果を有する措置を講ずること。

イ 特定建築材料を掻き落とし、切断、又は破砕

により除去する場合は一の項下欄イからニまで

に掲げる事項を遵守することとし、これら以外

の方法で除去する場合は二の項下欄イからハま

でに掲げる事項を遵守すること。

ロ 特定建築材料を囲い込み、又は封じ込めるに

当たつては、当該特定建築材料の劣化状態及び

下地との接着状態を確認し、劣化が著しい場合、

又は下地との接着が不良な場合は、当該特定建

築材料を除去すること。
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＜届出様式＞
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労働安全衛生法及び石綿障害予防規則における関係規定

○ 労働安全衛生法

（作業主任者）

第十四条 事業者は、高圧室内作業その他の労働災害を防止するための管理を必要

とする作業で、政令で定めるものについては、都道府県労働局長の免許を受けた

者又は都道府県労働局長の登録を受けた者が行う技能講習を修了した者のうちか

ら、厚生労働省令で定めるところにより、当該作業の区分に応じて、作業主任者

を選任し、その者に当該作業に従事する労働者の指揮その他の厚生労働省令で定

める事項を行わせなければならない。

（事業者の講ずべき措置等）

第二十二条 事業者は、次の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければな

らない。

一 原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、病原体等による健康障害

第二十六条 労働者は、事業者が第二十条から第二十五条まで及び前条第一項の規

定に基づき講ずる措置に応じて、必要な事項を守らなければならない。

（計画の届出等）

第八十八条

４ 事業者は、建設業その他政令で定める業種に属する事業の仕事（建設業に属す

る事業にあつては、前項の厚生労働省令で定める仕事を除く。）で、厚生労働省令

で定めるものを開始しようとするときは、その計画を当該仕事の開始の日の十四

日前までに、厚生労働省令で定めるところにより、労働基準監督署長に届け出な

ければならない。

７ 労働基準監督署長は第一項（第二項において準用する場合を含む。）又は第四

項の規定による届出があつた場合において、厚生労働大臣は第三項の規定による

届出があつた場合において、それぞれ当該届出に係る事項がこの法律又はこれに

基づく命令の規定に違反すると認めるときは、当該届出をした事業者に対し、そ

の届出に係る工事若しくは仕事の開始を差し止め、又は当該計画を変更すべきこ

とを命ずることができる。

８ 厚生労働大臣又は労働基準監督署長は、前項の規定による命令（第三項又は第
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四項の規定による届出をした事業者に対するものに限る。）をした場合において、

必要があると認めるときは、当該命令に係る仕事の発注者（当該仕事を自ら行う

者を除く。）に対し、労働災害の防止に関する事項について必要な勧告又は要請を

行うことができる。

（厚生労働大臣の審査等）

第八十九条 厚生労働大臣は、前条第一項（同条第二項において準用する場合を含

む。）、第三項又は第四項の規定による届出（次条を除き、以下「届出」という。）

があつた計画のうち、高度の技術的検討を要するものについて審査をすることが

できる。

２ 厚生労働大臣は、前項の審査を行なうに当たつては、厚生労働省令で定めると

ころにより、学識経験者の意見をきかなければならない。

３ 厚生労働大臣は、第一項の審査の結果必要があると認めるときは、届出をした

事業者に対し、労働災害の防止に関する事項について必要な勧告又は要請をする

ことができる。

４ 厚生労働大臣は、前項の勧告又は要請をするに当たつては、あらかじめ、当該

届出をした事業者の意見をきかなければならない。

５ 第二項の規定により第一項の計画に関してその意見を求められた学識経験者は、

当該計画に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

（都道府県労働局長の審査等）

第八十九条の二 都道府県労働局長は、第八十八条第一項（同条第二項において準

用する場合を含む。）又は第四項の規定による届出があつた計画のうち、前条第一

項の高度の技術的検討を要するものに準ずるものとして当該計画に係る建設物若

しくは機械等又は仕事の規模その他の事項を勘案して厚生労働省令で定めるもの

について審査をすることができる。ただし、当該計画のうち、当該審査と同等の

技術的検討を行つたと認められるものとして厚生労働省令で定めるものについて

は、当該審査を行わないものとする。

２ 前条第二項から第五項までの規定は、前項の審査について準用する。

（使用停止命令等）

第九十八条 都道府県労働局長又は労働基準監督署長は、第二十条から第二十五条

まで、第二十五条の二第一項、第三十条の三第一項若しくは第四項、第三十一条

第一項、第三十一条の二、第三十三条第一項又は第三十四条の規定に違反する事
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実があるときは、その違反した事業者、注文者、機械等貸与者又は建築物貸与者

に対し、作業の全部又は一部の停止、建設物等の全部又は一部の使用の停止又は

変更その他労働災害を防止するため必要な事項を命ずることができる。

４ 都道府県労働局長又は労働基準監督署長は、請負契約によつて行われる仕事に

ついて第一項の規定による命令をした場合において、必要があると認めるときは、

当該仕事の注文者（当該仕事が数次の請負契約によつて行われるときは、当該注

文者の請負契約の先次のすべての請負契約の当事者である注文者を含み、当該命

令を受けた注文者を除く。）に対し、当該違反する事実に関して、労働災害を防止

するため必要な事項について勧告又は要請を行うことができる。
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○ 労働安全衛生法施行令

第六条 法第十四条 の政令で定める作業は、次のとおりとする。

二十三 石綿若しくは石綿をその重量の〇・一パーセントを超えて含有する製剤そ

の他の物（以下「石綿等」という。）を取り扱う作業（試験研究のため取り扱う作

業を除く。）又は石綿等を試験研究のため製造する作業
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○ 労働安全衛生規則

第九十条 法第八十八条第四項の厚生労働省令で定める仕事は、次のとおりとする。

五の二 建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第九号の二に規定する

耐火建築物（第二百九十三条において「耐火建築物」という。）又は同法第二条第

九号の三に規定する準耐火建築物（第二百九十三条において「準耐火建築物」と

いう。）で、石綿等が吹き付けられているものにおける石綿等の除去の作業を行う

仕事

（建設業に係る計画の届出）

第九十一条 建設業に属する事業の仕事について法第八十八条第三項の規定による

届出をしようとする者は、様式第二十一号による届書に次の書類及び圧気工法に

よる作業を行う仕事に係る場合にあつては圧気工法作業摘要書（様式第二十一号

の二）を添えて厚生労働大臣に提出しなければならない。ただし、圧気工法作業

摘要書を提出する場合においては、次の書類の記載事項のうち圧気工法作業摘要

書の記載事項と重複する部分の記入は、要しないものとする。

一 仕事を行う場所の周囲の状況及び四隣との関係を示す図面

二 建設等をしようとする建設物等の概要を示す図面

三 工事用の機械、設備、建設物等の配置を示す図面

四 工法の概要を示す書面又は図面

五 労働災害を防止するための方法及び設備の概要を示す書面又は図面

六 工程表

２ 前項の規定は、法第八十八条第四項の規定による届出について準用する。この

場合において、同項中「厚生労働大臣」とあるのは、「所轄労働基準監督署長」と

読み替えるものとする。
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○ 石綿障害予防規則

（定義）

第二条 この省令において「石綿等」とは、労働安全衛生法施行令 （以下「令」と

いう。）第六条第二十三号に規定する石綿等をいう。

（事前調査）

第三条 事業者は、次に掲げる作業を行うときは、石綿等による労働者の健康障害

を防止するため、あらかじめ、当該建築物、工作物又は船舶（鋼製の船舶に限る。

以下同じ。）について、石綿等の使用の有無を目視、設計図書等により調査し、そ

の結果を記録しておかなければならない。

一 建築物、工作物又は船舶の解体、破砕等の作業（吹き付けられた石綿等の除

去の作業を含む。以下「解体等の作業」という。）

二 第十条第一項の規定による石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業

２ 事業者は、前項の調査を行ったにもかかわらず、当該建築物、工作物又は船舶

について石綿等の使用の有無が明らかとならなかったときは、石綿等の使用の有

無を分析により調査し、その結果を記録しておかなければならない。ただし、当

該建築物、工作物又は船舶について石綿等が吹き付けられていないことが明らか

である場合において、事業者が、当該建築物、工作物又は船舶について石綿等が

使用されているものとみなして労働安全衛生法 （以下「法」という。）及びこれ

に基づく命令に規定する措置を講ずるときは、この限りでない。

３ 事業者は、第一項各号に掲げる作業を行う作業場には、次の事項を、作業に従

事する労働者が見やすい箇所に掲示しなければならない。

一 第一項の調査（前項の調査を行った場合にあっては、前二項の調査。次号に

おいて同じ。）を終了した年月日

二 第一項の調査の方法及び結果の概要

（作業計画）

第四条 事業者は、次に掲げる作業を行うときは、石綿等による労働者の健康障害

を防止するため、あらかじめ、作業計画を定め、かつ、当該作業計画により作業

を行わなければならない。

一 石綿等が使用されている建築物、工作物又は船舶の解体等の作業

二 第十条第一項の規定による石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業

２ 前項の作業計画は、次の事項が示されているものでなければならない。

一 作業の方法及び順序
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二 石綿等の粉じんの発散を防止し、又は抑制する方法

三 作業を行う労働者への石綿等の粉じんのばく露を防止する方法

３ 事業者は、第一項の作業計画を定めたときは、前項各号の事項について関係労

働者に周知させなければならない。

（作業の届出）

第五条 事業者は、次に掲げる作業を行うときは、あらかじめ、様式第一号による

届書に当該作業に係る建築物、工作物又は船舶の概要を示す図面を添えて、当該

事業場の所在地を管轄する労働基準監督署長（以下「所轄労働基準監督署長」と

いう。）に提出しなければならない。

一 壁、柱、天井等に石綿等が使用されている保温材、耐火被覆材（耐火性能を

有する被覆材をいう。以下同じ。）等が張り付けられた建築物又は工作物の解体

等の作業（石綿等の粉じんを著しく発散するおそれがあるものに限る。）を行う

場合における当該保温材、耐火被覆材等を除去する作業

二 第十条第一項の規定による石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業

三 前二号に掲げる作業に類する作業

２ 前項の規定は、法第八十八条第四項の規定による届出をする場合にあっては、

適用しない。

（吹き付けられた石綿等の除去等に係る措置）

第六条 事業者は、次の各号のいずれかの作業に労働者を従事させるときは、次項

に定める措置を講じなければならない。ただし、当該措置と同等以上の効果を有

する措置を講じたときは、この限りでない。

一 壁、柱、天井等に石綿等が吹き付けられた建築物又は船舶の解体等の作業を

行う場合における当該石綿等を除去する作業

二 前条第一項第一号に掲げる作業（第十三条第一項第一号に掲げる作業を伴う

ものに限る。）

三 第十条第一項の規定による石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業（囲い込み

の作業にあっては、第十三条第一項第一号に掲げる作業を伴うものに限る。）

２ 事業者が講ずる前項本文の措置は、次の各号に掲げるものとする。

一 前項各号に掲げる作業を行う作業場所（以下この項において「石綿等の除去

等を行う作業場所」という。）を、それ以外の作業を行う作業場所から隔離する

こと。

二 石綿等の除去等を行う作業場所の排気にろ過集じん方式の集じん・排気装置
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を使用すること。

三 石綿等の除去等を行う作業場所を負圧に保つこと。

四 石綿等の除去等を行う作業場所の出入口に前室を設置すること。

３ 事業者は、前項第一号の規定により隔離を行ったときは、隔離を行った作業場

所内の石綿等の粉じんを処理するとともに、第一項第一号又は第二号に掲げる作

業を行った場合にあっては、吹き付けられた石綿等又は張り付けられた前条第一

項第一号に規定する保温材、耐火被覆材等を除去した部分を湿潤化した後でなけ

れば、隔離を解いてはならない。

（石綿等が使用されている保温材、耐火被覆材等の除去等に係る措置）

第七条 事業者は、次に掲げる作業に労働者を従事させるときは、当該作業場所に

当該作業に従事する労働者以外の者（第十四条に規定する措置が講じられた者を

除く。）が立ち入ることを禁止し、かつ、その旨を見やすい箇所に表示しなければ

ならない。

一 第五条第一項第一号に掲げる作業（第十三条第一項第一号に掲げる作業を伴

うものを除く。）

二 第十条第一項の規定による石綿等の囲い込みの作業（第十三条第一項第一号

に掲げる作業を伴うものを除く。）

２ 特定元方事業者（法第十五条第一項 の特定元方事業者をいう。）は、その労働

者及び関係請負人（法第十五条第一項 の関係請負人をいう。以下この項において

同じ。）の労働者の作業が、前項各号に掲げる作業と同一の場所で行われるときは、

当該作業の開始前までに、関係請負人に当該作業の実施について通知するととも

に、作業の時間帯の調整等必要な措置を講じなければならない。

（石綿等の使用の状況の通知）

第八条 第三条第一項各号に掲げる作業を行う仕事の発注者（注文者のうち、その

仕事を他の者から請け負わないで注文している者をいう。）は、当該仕事の請負人

に対し、当該仕事に係る建築物、工作物又は船舶における石綿等の使用状況等を

通知するよう努めなければならない。

（建築物の解体工事等の条件）

第九条 第三条第一項各号に掲げる作業を行う仕事の注文者は、石綿等の使用の有

無の調査、当該作業等の方法、費用又は工期等について、法及びこれに基づく命

令の規定の遵守を妨げるおそれのある条件を付さないように配慮しなければなら
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ない。

第十条 事業者は、その労働者を就業させる建築物又は船舶の壁、柱、天井等（次

項及び第四項に規定するものを除く。）に吹き付けられた石綿等が損傷、劣化等に

よりその粉じんを発散させ、及び労働者がその粉じんにばく露するおそれがある

ときは、当該石綿等の除去、封じ込め、囲い込み等の措置を講じなければならな

い。

２ 事業者は、その労働者を臨時に就業させる建築物又は船舶の壁、柱、天井等（第

四項に規定するものを除く。）に吹き付けられた石綿等が損傷、劣化等によりその

粉じんを発散させ、及び労働者がその粉じんにばく露するおそれがあるときは、

労働者に呼吸用保護具及び作業衣又は保護衣を使用させなければならない。

３ 労働者は、事業者から前項の保護具等の使用を命じられたときは、これを使用

しなければならない。

４ 法第三十四条 の建築物貸与者は、当該建築物の貸与を受けた二以上の事業者が

共用する廊下の壁等に吹き付けられた石綿等が損傷、劣化等によりその粉じんを

発散させ、及び労働者がその粉じんにばく露するおそれがあるときは、第一項に

規定する措置を講じなければならない。

（石綿等の切断等の作業に係る措置）

第十三条 事業者は、次の各号のいずれかに掲げる作業（次項及び次条において「石

綿等の切断等の作業」という。）に労働者を従事させるときは、石綿等を湿潤な状

態のものとしなければならない。ただし、石綿等を湿潤な状態のものとすること

が著しく困難なときは、この限りでない。

二 石綿等を塗布し、注入し、又は張り付けた物の解体等の作業（石綿等が使用

されている建築物、工作物又は船舶の解体等の作業を含む。）

三 第十条第一項の規定による石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業

２ 事業者は、石綿等の切断等の作業を行う場所に、石綿等の切りくず等を入れる

ためのふたのある容器を備えなければならない。

（定期自主検査）

第二十二条 事業者は、前条各号に掲げる装置については、一年以内ごとに一回、

定期に、次の各号に掲げる装置の種類に応じ、当該各号に掲げる事項について自

主検査を行わなければならない。ただし、一年を超える期間使用しない同条の装

置の当該使用しない期間においては、この限りでない。
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三 除じん装置

イ 構造部分の摩耗、腐食、破損の有無及びその程度

ロ 当該装置内におけるじんあいのたい積状態

ハ ろ過除じん方式の除じん装置にあっては、ろ材の破損又はろ材取付部等の緩

みの有無

ニ 処理能力

ホ イからニまでに掲げるもののほか、性能を保持するため必要な事項

２ 事業者は、前項ただし書の装置については、その使用を再び開始する際に同項

各号に掲げる事項について自主検査を行わなければならない。
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建築基準法、同施行令・施行規則における関係規定

○建築基準法

（適用の除外）

第三条

２ この法律又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の施行又は適用の際現に存

する建築物若しくはその敷地又は現に建築、修繕若しくは模様替の工事中の建築

物若しくはその敷地がこれらの規定に適合せず、又はこれらの規定に適合しない

部分を有する場合においては、当該建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはそ

の敷地の部分に対しては、当該規定は、適用しない。

３ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物、建築物の敷地又は建築

物若しくはその敷地の部分に対しては、適用しない。

三 工事の着手がこの法律又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の施行又は

適用の後である増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替に係る建築物又

はその敷地

四 前号に該当する建築物又はその敷地の部分

（建築物の建築等に関する申請及び確認）

第六条 建築主は、第一号から第三号までに掲げる建築物を建築しようとする場合

（増築しようとする場合においては、建築物が増築後において第一号から第三号ま

でに掲げる規模のものとなる場合を含む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しく

は大規模の模様替をしようとする場合又は第四号に掲げる建築物を建築しようとす

る場合においては、当該工事に着手する前に、その計画が建築基準関係規定（この

法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定（以下「建築基準法令の規定」という。）

その他建築物の敷地、構造又は建築設備に関する法律並びにこれに基づく命令及び

条例の規定で政令で定めるものをいう。以下同じ。）に適合するものであることにつ

いて、確認の申請書を提出して建築主事の確認を受け、確認済証の交付を受けなけ

ればならない。当該確認を受けた建築物の計画の変更（国土交通省令で定める軽微

な変更を除く。）をして、第一号から第三号までに掲げる建築物を建築しようとする

場合（増築しようとする場合においては、建築物が増築後において第一号から第三

号までに掲げる規模のものとなる場合を含む。）、これらの建築物の大規模の修繕若

しくは大規模の模様替をしようとする場合又は第四号に掲げる建築物を建築しよう

とする場合も、同様とする。
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一 別表第一(い)欄に掲げる用途に供する特殊建築物で、その用途に供する部分

の床面積の合計が百平方メートルを超えるもの

（保安上危険な建築物等に対する措置）

第十条 特定行政庁は、第六条第一項第一号に掲げる建築物その他政令で定める建

築物の敷地、構造又は建築設備（いずれも第三条第二項の規定により第二章の規

定又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の適用を受けないものに限る。）につ

いて、損傷、腐食その他の劣化が進み、そのまま放置すれば著しく保安上危険と

なり、又は著しく衛生上有害となるおそれがあると認める場合においては、当該

建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、相当の猶予期限を付

けて、当該建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用中止、使用制

限その他保安上又は衛生上必要な措置をとることを勧告することができる。

２ 特定行政庁は、前項の勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措

置をとらなかつた場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、

相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。

３ 前項の規定による場合のほか、特定行政庁は、建築物の敷地、構造又は建築設

備（いずれも第三条第二項の規定により第二章の規定又はこれに基づく命令若し

くは条例の規定の適用を受けないものに限る。）が著しく保安上危険であり、又は

著しく衛生上有害であると認める場合においては、当該建築物又はその敷地の所

有者、管理者又は占有者に対して、相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、

移転、改築、増築、修繕、模様替、使用禁止、使用制限その他保安上又は衛生上

必要な措置をとることを命ずることができる。

４ 第九条第二項から第九項まで及び第十一項から第十五項までの規定は、前二項

の場合に準用する。

（石綿その他の物質の飛散又は発散に対する衛生上の措置）

第二十八条の二 建築物は、石綿その他の物質の建築材料からの飛散又は発散によ

る衛生上の支障がないよう、次に掲げる基準に適合するものとしなければならな

い。

一 建築材料に石綿その他の著しく衛生上有害なものとして政令で定める物質（次

号及び第三号において「石綿等」という。）を添加しないこと。

二 石綿等をあらかじめ添加した建築材料（石綿等を飛散又は発散させるおそれが

ないものとして国土交通大臣が定めたもの又は国土交通大臣の認定を受けたもの

を除く。）を使用しないこと。
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（既存の建築物に対する制限の緩和）

第八十六条の七 第三条第二項（第八十六条の九第一項において準用する場合を含

む。以下この条、次条及び第八十七条において同じ。）の規定により第二十条、第

二十六条、第二十七条、第二十八条の二（同条各号に掲げる基準のうち政令で定

めるものに係る部分に限る。）、第三十条、第三十四条第二項、第四十七条、第四

十八条第一項から第十三項まで、第五十一条、第五十二条第一項、第二項若しく

は第七項、第五十三条第一項若しくは第二項、第五十四条第一項、第五十五条第

一項、第五十六条第一項、第五十六条の二第一項、第五十七条の四第一項、第五

十七条の五第一項、第五十八条、第五十九条第一項若しくは第二項、第六十条第

一項若しくは第二項、第六十条の二第一項若しくは第二項、第六十一条、第六十

二条第一項、第六十七条の二第一項若しくは第五項から第七項まで又は第六十八

条第一項若しくは第二項の規定の適用を受けない建築物について政令で定める範

囲内において増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替（以下この条及び次

条において「増築等」という。）をする場合においては、第三条第三項第三号及び

第四号の規定にかかわらず、これらの規定は、適用しない。

２ 第三条第二項の規定により第二十条又は第三十五条（同条の技術的基準のうち

政令で定めるものに係る部分に限る。以下この項及び第八十七条第四項において

同じ。）の規定の適用を受けない建築物であつて、第二十条又は第三十五条に規定

する基準の適用上一の建築物であつても別の建築物とみなすことができる部分と

して政令で定める部分（以下この項において「独立部分」という。）が二以上ある

ものについて増築等をする場合においては、第三条第三項第三号及び第四号の規

定にかかわらず、当該増築等をする独立部分以外の独立部分に対しては、これら

の規定は、適用しない。

３ 第三条第二項の規定により第二十八条、第二十八条の二（同条各号に掲げる基

準のうち政令で定めるものに係る部分に限る。）、第二十九条から第三十二条まで、

第三十四条第一項、第三十五条の三又は第三十六条（防火壁、防火区画、消火設

備及び避雷設備の設置及び構造に係る部分を除く。）の規定の適用を受けない建築

物について増築等をする場合においては、第三条第三項第三号及び第四号の規定

にかかわらず、当該増築等をする部分以外の部分に対しては、これらの規定は、

適用しない。
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○ 建築基準法施行令

（勧告の対象となる建築物）

第十四条の二 法第十条第一項 の政令で定める建築物は、事務所その他これに類す

る用途に供する建築物（法第六条第一項第一号 に掲げる建築物を除く。）のうち、

次の各号のいずれにも該当するものとする。

一 階数が五以上である建築物

二 延べ面積が千平方メートルを超える建築物

（著しく衛生上有害な物質）

第二十条の四 法第二十八条の二第一号 （法第八十八条第一項 において準用する

場合を含む。）の政令で定める物質は、石綿とする。

（増築等をする場合に適用されない物質の飛散又は発散に対する衛生上の措置に関

する基準）

第百三十七条の四の二 法第八十六条の七第一項 及び法第八十八条第一項の政令で

定める基準は、法第二十八条の二第一号及び第二号に掲げる基準とする。

（石綿関係）

第百三十七条の四の三 法第三条第二項の規定により法第二十八条の二 （前条に規

定する基準に係る部分に限る。第百三十七条の十二第三項において同じ。）の規定

の適用を受けない建築物について法第八十六条の七第一項の規定により政令で定

める範囲は、増築及び改築については、次に定めるところによる。

一 増築又は改築に係る部分の床面積の合計が基準時における延べ面積の二分の

一を超えないこと。

二 増築又は改築に係る部分が前条に規定する基準に適合すること。

三 増築又は改築に係る部分以外の部分が、建築材料から石綿を飛散させるおそ

れがないものとして石綿が添加された建築材料を被覆し又は添加された石綿を

建築材料に固着する措置について国土交通大臣が定める基準に適合すること。
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○建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律

（発注者の責務）

第六条 発注者は、その注文する建設工事について、分別解体等及び建設資材廃棄

物の再資源化等に要する費用の適正な負担、建設資材廃棄物の再資源化により得

られた建設資材の使用等により、分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等の

促進に努めなければならない。

（対象建設工事の届出等）

第十条 対象建設工事の発注者又は自主施工者は、工事に着手する日の七日前まで

に、主務省令で定めるところにより、次に掲げる事項を都道府県知事に届け出な

ければならない。

一 解体工事である場合においては、解体する建築物等の構造

二 新築工事等である場合においては、使用する特定建設資材の種類

三 工事着手の時期及び工程の概要

四 分別解体等の計画

五 解体工事である場合においては、解体する建築物等に用いられた建設資材の

量の見込み

六 その他主務省令で定める事項

（発注者への報告等）

第十八条 対象建設工事の元請業者は、当該工事に係る特定建設資材廃棄物の再資

源化等が完了したときは、主務省令で定めるところにより、その旨を当該工事の

発注者に書面で報告するとともに、当該再資源化等の実施状況に関する記録を作

成し、これを保存しなければならない。

２ 前項の規定による報告を受けた発注者は、同項に規定する再資源化等が適正に

行われなかったと認めるときは、都道府県知事に対し、その旨を申告し、適当な

措置をとるべきことを求めることができる。

３ 対象建設工事の元請業者は、第一項の規定による書面による報告に代えて、政

令で定めるところにより、同項の発注者の承諾を得て、当該書面に記載すべき事

項を、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

であって主務省令で定めるものにより通知することができる。この場合において、

当該元請業者は、当該書面による報告をしたものとみなす。
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（解体工事業者の登録）

第二十一条 解体工事業を営もうとする者（建設業法 別表第一の下欄に掲げる土木

工事業、建築工事業又はとび・土工工事業に係る同法第三条第一項 の許可を受け

た者を除く。）は、当該業を行おうとする区域を管轄する都道府県知事の登録を受

けなければならない。

（登録の拒否）

第二十四条 都道府県知事は、解体工事業者の登録を受けようとする者が次の各号

のいずれかに該当するとき、又は申請書若しくはその添付書類のうちに重要な事

項について虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、

その登録を拒否しなければならない。

一 第三十五条第一項の規定により登録を取り消され、その処分のあった日から

二年を経過しない者

二 解体工事業者で法人であるものが第三十五条第一項の規定により登録を取り

消された場合において、その処分のあった日前三十日以内にその解体工事業者

の役員であった者でその処分のあった日から二年を経過しないもの

三 第三十五条第一項の規定により事業の停止を命ぜられ、その停止の期間が経

過しない者

四 この法律又はこの法律に基づく処分に違反して罰金以上の刑に処せられ、そ

の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない

者

五 解体工事業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代

理人が前各号又は次号のいずれかに該当するもの

六 法人でその役員のうちに第一号から第四号までのいずれかに該当する者があ

るもの

七 第三十一条に規定する者を選任していない者

２ 都道府県知事は、前項の規定により登録を拒否したときは、遅滞なく、その理

由を示して、その旨を申請者に通知しなければならない。

（登録の取消し等）

第三十五条 都道府県知事は、解体工事業者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、その登録を取り消し、又は六月以内の期間を定めてその事業の全部若しくは

一部の停止を命ずることができる。

一 不正の手段により解体工事業者の登録を受けたとき。
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二 第二十四条第一項第二号又は第四号から第七号までのいずれかに該当するこ

ととなったとき。

三 第二十五条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。

２ 第二十四条第二項の規定は、前項の規定による処分をした場合に準用する。
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○ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行規則

（分別解体等に係る施工方法に関する基準）

第二条 法第九条第二項 の主務省令で定める基準は、次のとおりとする。

一 対象建設工事に係る建築物等（以下「対象建築物等」という。）及びその周

辺の状況に関する調査、分別解体等をするために必要な作業を行う場所（以下

「作業場所」という。）に関する調査、対象建設工事の現場からの当該対象建設工

事により生じた特定建設資材廃棄物その他の物の搬出の経路（以下「搬出経路」

という。）に関する調査、残存物品（解体する建築物の敷地内に存する物品で、

当該建築物に用いられた建設資材に係る建設資材廃棄物以外のものをいう。以

下同じ。）の有無の調査、吹付け石綿その他の対象建築物等に用いられた特定建

設資材に付着したもの（以下「付着物」という。）の有無の調査その他対象建築

物等に関する調査を行うこと。

二 前号の調査に基づき、分別解体等の計画を作成すること。

三 前号の分別解体等の計画に従い、作業場所及び搬出経路の確保並びに残存物

品の搬出の確認を行うとともに、付着物の除去その他の工事着手前における特

定建設資材に係る分別解体等の適正な実施を確保するための措置を講ずること。

四 第二号の分別解体等の計画に従い、工事を施工すること。


